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低炭素型水産物流通への新型急速冷凍・冷蔵技術導入

    叮能性評価に関する研究

学位論文内容の要旨

  近年く北海道においては経済社会の構造改革の荒波を受け、基幹産業である農水産業の経営基盤

の崩壊が問題と改ってきている。国内で最大の食料供給地と言われている北海道の農水産業の経

営が国際競争力、価格競争力教どに押され就業人口の滅少、高齢化さらに後継者不足誼どを生じて

きている。このままの状態が続くと農業では耕作地の遊休化、非耕作地化へと進み衰退への道を辿

ることと教る。水産業も同様に産業としての基盤や技術の伝承が途絶えかね教い状況が加速して

いる。

  そして北海道の農水産業の衰退は観光産業の資源を荒廃させていくことにも教り、国や北海道が

「食と観光」をこれからの活路とする将来像が根底から崩壊してしまうとの懸念から、地域活性化

には農水産業の再興が不可欠であると考察される。

  このよう誼厳しい状況の中で、北海道がこれから新た教飛躍・発展を遂げていくためには、従来

から指摘されている公共投資への依存度の高い経済構造を見直し、地域産業・経済の自立性と競争

カを高めていか顔ければ次ら歡い。

  北海道が他の地域に比べて競争力・優位性を持つ産業分野として「食関連産業」あげられる。北

海道産の食品・食材は道外市場で高いプランドカや大きをニーズを有しておりこれらを積極的に活

用して、さらぬる市場開発や販路拡大に取り組むべきであろう。農林水産業は北海道の基幹産業で

あり製造業の中でも商品加工業が大き顔シェアを占めているため生産・加工・商品開発の展開が北

海道経済の活性化に及ばす効果は極めて大きいと考えられる。

  北海道の本当の豊かさや価値、我が国における安全で良質顔食料生産基地としてまた豊かを自然

環境を有する魅力的款観光地として、さらにゆとりあるライフスタイルを実現できる場として、そ

の優れた資質を改めて見直してみたい。

  第1章では、前述のよう顔北海道のおかれている背景を分析し、解決する一手段として冷凍・冷

蔵技術の導入を提案した。

  第2章では、冷凍技術に関連する分野の既往研究をおこ教い、本研究の位置づけを明らかにした。

  冷凍・冷蔵をおこ教う上で効率的に省エネ運転を図るには、冷凍サイクルにおいて凝縮温度を下

げ、凝縮圧カを下げる低凝縮運転をおこ顔うことにあると国内外の研究者によって理論的に指摘さ

れているが、現状は本格的を実用展開にはほとんど至ってい教い。

  本研究において北海道が冷涼地域という地理的条件を有利を条件と活用でき顔いかという視点

から、ある新型冷凍・冷蔵技術の導入を考えた。そして基礎調査研究で従来の冷凍技術を遥かに凌

ぐ性能であることを実証にて示し、本格的極実用化への可能性を拓くものとをることを明らかに
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した。

  水産物の流通システムに関する分野において既往研究では水産物を生鮮状態で生産地から大消費

地にいかに早く効率的に搬送するかとの研究例はあるが、積極的に冷凍・冷蔵技術を導入し付加価

値加工創造を図ろうとする研究例は極めて少教い。

  本研究では北海道は大消費地から遠隔地というハンディがあり水産物を生鮮のままで搬送するの

には限度があるため、新型冷凍・冷蔵技術を導入し、生鮮同様の鮮度・品質を保持する水産物の流

通システムを確立出来れば、収穫時期に集中的に生鮮素材の形で出荷する形態から生鮮同様の品質

で、付加価値を付けた加工商品として通年出荷する形態ヘ転換を図るという既往研究ではあまり例

を見をい分野の研究であることを明らかにした。

  第3章では、現行の冷凍・冷蔵技術と比較し本研究の新型冷凍・冷蔵技術が基礎技術的教実用性

を有しているものか実証試験をおこない画期的誼性能を持っていることを実証した。

  第4章では、本研究の新型冷凍・冷蔵技術が生産ー保管一流通q肖費というコールドチェーンと

しての実用性の検証を技術面だけで教く経済性（設備費、維持費、省エネ）での検証と消費者の食味

官能面まで検証し実用性があることを明らかにした。

  第5章では新型冷凍・冷蔵技術を本格的に導入する際の生産地の課題点を明らかにした。

  第6章では、北海道の産業・経済の競争カを高めていく上で大きを課題に「市場との距離」があ

る。地理的位置や広大さは北海道の優位性を構成する重要を要素であるが、流通面では輸送コスト

が割高と誼るという要素を含んでいる。

  本研究では既存の物流システムのコスト構造を抜本的に洗い、非効率を流通システムの改革や、

保存技術の開発、産地加工システムの導入をど、低炭素型水産物流通を展開していく可能性につい

て具体的顔手法を実証的検証と共にまとめたものである。大消費地から遠隔地というハンディを有

する北海道内三地区を事例として、低炭素型水産物流通において、鮮度保持をし歡がら年間安定供

給が可能性であること、さらに素材供給型主体から付加価値商品創造型への転換が可能性であるこ

とを実例で明らかにした。

  第7章では各章での成果と考察をまとめ、低炭素型水産物流通への新型冷凍・冷蔵技術導入の可

能性を明らかにした。

  北海道が明治の開拓以来、エネルギーや食料叔ど一貫して素材商品出荷型で貢献してきていた

が、この新型冷凍・冷蔵技術を一手段として導入することで付加価値商品出荷型に転換する可能性

を秘めていることを明らかにした。

  先人の開拓の努力、広大顔る地域にこれだけの充実した社会資本を先行投資した先見性を活かし

日本の中の北海道だけで極く東アジアの中の北海道として魅カある地域にをる可能性があることを

明らかにした。
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低炭素型水産物流通への新型急速冷凍・冷蔵技術導入

    可能´生評価に関する研究

近年、国内で最大の食料供給地といわれている北海道での農水産業の経営が国際競争力、価格競争

カの低下や就業人口の減少、経営者の高齢化に伴う後継者不足誼どで、その基盤に関わる問題が顕

在化している。このままの状態が続くと、農水産業が産業としての基盤や技術の継承が途絶えかね

をい状況とをる懸念がある。このようを問題は、北海道のみで教く全国至る所にみられ、その結

果、今後これらの産業基盤に関わるイノベーションが必要とされ、地域活性化に対しても農水産業

の新たを展開が必要不可欠であると考えられる。

本研究の目的は、農水産業におけるイノベーションの1っとして、農水産物の産地での鮮度維持を

目的とした新しい技術の開発と、それを用いた消費地に供給できる流通システムの改善とその導入

可能性について、水産物を対象として実証的顔検討をおこ教うものである。具体的には、様々顔専

門家の協カシステムを導入した技術の複合・融合化による新型急速冷凍・冷蔵技術の開発、および

その新技術を活用した流通・システムの提案をおこ顔った。

このことによって、北海道産の食品・食材の大消費地における高ブランドカを持つことが可能であ

り、大きを需要を生むことに顔り、さらに競争カと優位性を持つ産業として確立することができ

る。また考案されたシステム独、今後北海道のみではをく他地域にも導入できる可能性をも展開し

ている。

本論文の構成は、次の7章から構成されている。

第1章は、研究の背景と目的が示されている。す汝わちここでは戦略的ぬ技術開発とそれを活用し

た競争カのある水産物流通システムの導入とその可能性を明らかにすることを目的とし、併せて低

炭素型流通の実現についての基本的を考え方を述べている。

第2章では、研究の位置づけであり、研究を取り巻く既往研究のレビューが示され、さらに研究の

位置づけ、特徴を述べている。

第3章では、新型急速冷凍・冷蔵技術の開発について詳細教説明がをされ、かつその開発方式の

独自性について述べられている。特に技術開発での、漁業生産者、装置開発者、流通関係者等の協

調・協カシステムの確立と開発過程の特徴が示されている。またその新しい技術についての効果
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評価試験を行い、食品冷凍の品質に関与する最大氷結晶生成帯の通過は従来型の10分の1以下で

あったことが示された。さらに温到達時間についても従来型の2分の1以下であった。このこと

から新技術は省エネ、低炭素型技術であることが示された。一方、食品効果試験についても、生鮮

度の改善が認められた。このように実証試験により適正次性能を持っていることが示された。

第4章では、新型冷凍・冷蔵技術が生産ー保管一流通―消費というコールドチェーンによる過程で

の検証について技術面だけで教く経済性（設備費、維持費、省エネ）、また消費者の食味官能面に至

るまで行い広範教項目を抽出し、実用性を明らかにしている。

第5章では、新た誼コールドチェーンに対応した生産地の課題点を明らかにしている。そして、サ

ンマとカキを例として、新型技術導入のメリットとデメリットについて整理し、今後の課題を議論

している。具体的には産地での生産・加工、流通段階での出荷・加工、消費段階での販売・消費の

項目で詳細教検討を行っている。

第6章では、水産流通への新型急速冷凍・冷蔵技術導入可能性について、北海道における代表的

でかつ、異誼る流通システムを持つサンマ、ホッケ、マグロを例として検討を行っている。サンマ

を消費地へ送る従来の方法は、運送トラックに重量の56ワ。の氷・水を入れ、運ぱ誼けれぱをら顔

かったが、新型冷凍・冷蔵流通の場合は、ほば100%のサンマ本体の運送を可能とした。す顔わち、

11トントラック1台当たり6トンの輸送量増加が見込まれることが明らかに教り、効率的で省エ

ネ、低炭素型流通が可能とをった。す教わち、C02に対する削減については24.2qoの削減率が見

込まれることを示した。総合評価では、商品力、商品価値等も含めてすべての過程での優位性を確

認できた。またホッケの場合、従来の技術では鮮度を保ちをがらの長距離輸送は難しかったが、本

方法を用いると、生鮮魚と同じ品質で消費地ヘ送ることができ、付加価値の高い新商品流通が可能

とをった。さらに大闇産等に比ベプランドカで劣勢であった松前のマグロについても冷凍状態であ

りをがら品質が全く劣ら顔いマグロの市場への出荷が確かめられ、ブランドカの向上が期待できる

ことを明らかとをった。

第7章は、結諭であり、本研究で得られた成果と総括を行い、今後の研究上の課題を述べている。

これを要するに、著者独、協調・協カシステムで開発された新型冷凍・冷蔵技術による水産物流通

システムの導入可能性について、流通過程の省エネ・低炭素排出低減、および流通経費の削減をど

の効果から明らかにし、その実用化に、新知見を得たものであり、交通計画学、および地域計画学

において、貢献するところ大をるものがある。よって著者は北海道大学博士（工学）の学位を授与

される資格あるものと認める。
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